
ミゼラブルシュリンク or 

スマートシュリンク
-都市生き残りの唯一の戦略 -

名大の授業



講義の要点

• 日本も，衰退する

– イギリス（70-80年代），ドイツ（80-90年代）等と比較

• 衰退の要因分析

–マクロ要因（産業、雇用）

– ミクロ基礎要因を見よ（都市・農村集落の形）

• 衰退の回避の指針

–市街地維持費用

– クオリティストック度

– QOL(ウェルビーング)

• 都市と農村の「スマートシュリンク」へ

名古屋大学 林良嗣



1． ２１世紀とは、
どんな時代か？

名古屋大学 林良嗣





日本創生会議「ストップ少子化・地方元気戦略」

名古屋大学 林良嗣

http://www.policycouncil.jp/pdf/prop03/prop03_digest.pdf





気候変動、地殻変動 少子高齢化

社会・経済の非成長自然災害リスクの増大

近未来世代における著しい困難

コンパクト化

サステイナブル&レジリエントな
都市と農村を目指す

生活の質（Quality of Life：QOL）を維持・向上

ミスマッチ

リダンダンシー確保

都市・農山漁村の インフラの

ス
マ
ー
ト
シ
ュ
リ
ン
ク

（か
し
こ
く
畳
む
）

激甚化 脆弱化

自然の変化と社会の受容性の変化

名古屋大学 林良嗣



２． 20世紀のもたらした
日本の国土景観

名古屋大学 林良嗣



都心部のマンションと駐車場

シャッター街

大規模駐車場のある郊外ＳＣ

災害危険地区への宅地進出photo by M. Fukumoto

http://kyushu.yomiuri.co.jp/news/national/20100715-OYS1T00632.htm

名古屋大学 林良嗣

立地拡散が止まらない日本の都市



スプロール
中心市街地空洞化
個性なき景観

〈現象〉

高度経済成長
車依存型ライフスタイル
空間計画体系不備

〈背景〉

環境負荷増大
インフラ維持費用増大
災害脆弱性増大

QOL（生活の豊かさ）低下

〈問題〉

名古屋大学 林良嗣

都市：市街地のスプロール的拡大
日本（名古屋郊外） 英国（ロンドン郊外、レッチワース）



３． 21世紀に起こる
自然と社会の変化

名古屋大学 林良嗣



1/2.04 1/2.13 1/1.28

1/1.48 1/2.14 1/1.04

日本

1950年 2000年 2050年

1/1.63 1/2.15 1/1.56中国

韓国 1/1.24 1/2.55 1/1.20

1/1.4

1900年

高齢者・未成年

/生産年齢人口

少子高齢化（成長→成熟→シュリンク）

ドイツ
二人で一人を支える
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2050年に2,250万円/月
（9％成長が続けば？)
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今後50年で
１.64倍
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境界条件の変化（日本経済の成熟化）
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４． 衰退の可能性の高い
日本の都市

名古屋大学 林良嗣



アメリカ・バッファロー市

名古屋大学 林良嗣

バッファロー市

ワシントン

出典：Google earth



名古屋大学 林良嗣

出典：朝日新聞2003年4月29日

投資するほどに、地区の価値（景観など）が劣化し、
人々のQOLが下がる事例が至る所に

建物あって街区なし！



放任的建築群（名古屋市・栄付近の街区）

名古屋大学 林良嗣



組織的建築群(パリ・マドレーヌ寺院付近の街区)

名古屋大学 林良嗣



・長期にわたり定型を保った街並み ・建替え数が多く、バラバラな街並み

パリ （200年街区） 名古屋 （30年街区）

将来世代（孫世代）のQOLに耐えうる地域景観か？

名古屋大学 林良嗣

成熟時代には、長期的に持続可能で、
価値の高い空間を形成する必要がある！



５. 少子高齢化と
価値観変化への対応

ｰ クオリティ・ストックの形成 ｰ

名古屋大学 林良嗣



１８４０年（イギリス型）

活動時間

時間（年次）

40才

80才

凡 例

余 暇

学 業

労 働

学 習

リタイア（非労働）

１９９５年（日本型）

１９６５年（日本型）

２０００年（イギリス型）

0才

0才

年齢

１６０年

３０年

日本の生活時間変化を
英国の生活時間変化に内挿

都市空間へのニーズ： ＱＯＬの向上

名古屋大学 林良嗣

日本

イギリス
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資本集約型経済社会を
支える

単目的
（経済の成長支援）
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知識集約型経済社会を支える
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（生活の質的向上・維持支援）
多元的
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名古屋大学 林良嗣

経済社会の変化とインフラ・空間の役割・評価



経済（Economy） 環境（Ecology）

＜国内＞ ＜国際＞
少子化 ｱｼﾞｱの成長
高齢化 経済のｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ化
情報化 情報化

【目 標】
【外的条件＝持続可能性】

B.生活・

文化機会

教育・文化

機会

健康・医療

機会

買物・ｻｰﾋﾞｽ

機会

娯楽・旅行

機会

D.安心・

安全性

自然災害

危険度

施設・建物

災害危険度

物質汚染

危険度

交通事故

危険度

資源充足度

治安維持度

C.快適性

住居

地区の景観

地域の

自然度

地域の

ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨ

移動の快適性

・ 確実性

時間的ゆとり

E．環境

負荷性

産業起源

負荷低減

民生起源

負荷低減

交通起源

負荷低減

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ

現象緩和

Ａ.所得・

雇用機会

産業（中間

需要）集積

人口（最終

需要）集積

ＱＯＬ（生活の豊かさ）

名古屋大学 林良嗣



６. クオリティストックの形成

ｰ ドイツと日本の比較 ｰ

名古屋大学 林良嗣



名古屋大学 林良嗣



名古屋大学 林良嗣



テラスハウス型街区 vs 日本型街区

①
隣
棟
間
隔

大

④緑地面積 大

⑥日当たり良好

⑤災害時の避難容易

②床面積 大

③風の道広

名古屋大学 林良嗣

＜テラスハウス型街区＞ ＜日本型街区＞

①
隣
棟
間
隔

小

④緑地面積 小

⑥日当たり悪い

⑤災害時の避難困難

②床面積 小

③風の道狭



土地利用関連税制のグリーン化

自動車関連税制のグリーン化 土地利用関連税制のグリーン化

課題

・物品税（贅沢税）の廃止に起因して、
乗用車が大型化

。 ・自動車起源の排出ガスによる温
暖化促進と汚染物質の増大

筆ごとに周辺との調和無く住宅やオフィスを建設
する慣習のために、①建て替える度に居住環境
が悪化し、②建て替えの頻度も高く（平均建物寿
命：31年）、温室効果ガス排出量も増大。

目的
排出ガス（汚染物質、温暖化ガス）の
低減
※法令を参照

地区（街区）の低炭素化と
継承可能な優良街区資本の形成

手法 自動車取得税、自動車税の燃費に比
例した軽減税率の適用

地主への固定資産税と住民への住民税の、低炭
素性能および居住環境性能に比例した軽減税率
の適用

誘導
現象

・消費者：ライフサイクルコストの低い
車種の選好を促進

・生産者：燃費の優れた自動車技術開
発を促進

・住民税優遇による優良街区選好を促進

・街区内の地主を低炭素性能および居住環境性
能に優れた街区形成へ向かわせる

副次
効果

・低燃費車への買替促進効果大
・大気汚染が軽減
・温室効果ガスの削減

・建替えるごとに調和ある街区へと生まれ変わる
（全体最適に向かう）
・街区単位での都市のストック化・低炭素化

・将来世代がリノベーションだけで生きていけるシ
ステムへの移行

名古屋大学 林良嗣



７. スマートシュリンク

名古屋大学 林良嗣

(凝集・絆・共助）



撤退 集結

QOL保証街区形成財政支出削減

②インフラ維持費用を
削減できるか？

①QOLを向上できるか？
費用発生

③環境負荷（CO2）
を削減できるか？

定義： QOL（クオリティオブライフ＝生活の豊かさ）

名古屋大学 林良嗣

「スマートシュリンク（＝かしこく畳む）」は
実現可能で持続可能か？



名古屋20km圏でのケーススタディ

一宮市

瀬戸市稲沢市

犬山市

春日井市

愛西市

港区

小牧市

緑区
弥富市

知多市
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日進市
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大府市

中川区

江南市
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津島市
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天白区

千種区

東郷町

中村区
長久手町

瑞穂区

昭和区

扶桑町

飛島村

名東区

尾張旭市

中区

大口町

清須市

東区

北名古屋市

蟹江町

岩倉市

美和町

七宝町

熱田区

甚目寺町

大治町

豊山町

春日町

港区

人口変化率

0.47 - 0.50

0.51 - 0.60

0.61 - 0.70

0.71 - 0.80

0.81 - 0.90

0.91 - 1.00

1.01 - 1.10

1.11 - 1.20

1.21 - 1.30

21%
25%

27% 28%
29%

32%
36%
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]

65歳～

15～64歳

～15歳

高齢化率

• ほとんどの地域で人口減少
• 名古屋市の東方では増加
する地区も存在

• 全体では2050年までに
100万人（20％）減

• 高齢化率は20％40%

2050年には
人口20％減

人口変化率（2050年/2005年）

名古屋大学 林良嗣

人口が半分に！



市街地維持費用
分布

環境負荷発生量
分布

QOL値
分布

属性別・種類別

インフラ
分布

人口
分布

住宅
分布

環境負荷・市街地維持費用原単位，
QOL価値観

入力データ 持続性指標

環境効率(EF) 
=QOL/環境負荷

効率性評価

費用効率(CF)
=QOL/維持費用

５００ｍメッシュ単位

指標3

指標1

指標2

スマートシュリンクの地区選定システム

撤退・集結地区
の選定へ

名古屋大学 林良嗣



居住者の価値観を表す重み生活環境質 × wLPsQOL =

QOL向上要素（Life Prospects）

経済・生活機会

OP
(Opportunity)

経済 就業機会 就業場所へのアクセシビリティ

教育・文化機会 高校へのアクセシビリティ

文化 健康・医療機会 病院へのアクセシビリティ

買物・サービス機会 大型小売店舗へのアクセシビリティ

居住環境

LE
(Living Environment)

居住空間質 夜間人口あたり居住延床面積

快適性 伝統的生活・景観 建物高さのばらつき

周辺自然環境性 周辺の自然環境

公害 局地環境負荷性 交通騒音レベル

安全安心性

SS
(Safety & Security)

地震リスク 地震による死亡リスク

安全 洪水リスク 洪水による期待浸水深

交通事故リスク 年間人身事故発生件数

安心 犯罪リスク 年間街頭・侵入犯罪件数

（アンケート調査をもとにコンジョイント分析で推定）

QOLの推計方法（指標1）

Σ

名古屋大学 林良嗣



OP1 就業

OP2教育･文化

OP3 健康・福祉

居住地

距離・費用など

移動手段 目的地 Opportunity

OP4 買物・サービス

経済・生活機会（OP：Opportunity）

名古屋大学 林良嗣



経済・生活機会（OP）の分布

通院[分]

0 - 7

8 - 14

15 - 17

18 - 25

26 - 39

買物[分]

0 - 15

16 - 24

25 - 31

32- 37

39 - 56

0 5 102.5 km

OP3 健康・医療機会

（病院へのAC）

OP4 買物・サービス機会

（商業施設へのAC）

名古屋大学 林良嗣



E1 居住空間質

（1人当たり延床面積）

E2伝統的生活・景観

（建物階数の標準偏差）

E3 周辺自然環境性

（徒歩圏の自然環境で評価）

E4 局地環境負荷性

（騒音レベル）

http://www.city.mishima.shizuoka.jp/mishima_infoDB/images_zenpan/toshikeikan-taisyou.jpg

http://www.saitamacity.gr.jp/shoukai/no12/imgfile/takasakaimg05.jpghttp://www.ch-mmm.com/modelroom/

居住環境 （LE：Living Environment）

名古屋大学 林良嗣



居住環境（LE）の分布

[m2/人] 

-37 - -7

-6 - -3

-2 - 1

2 - 5

6 - 87

緑地ダミー

0.

0.5

1.0
0 5 102.5 km

LE1 居住空間質

（1人当たり延床面積）

LE3 周辺自然環境性

（徒歩圏の自然環境で評価）

名古屋大学 林良嗣



SS1 地震リスク

（地震による損失余命×発生確率）

SS2 洪水リスク

（洪水による浸水深×発生確率）

SS4 犯罪リスク

（犯罪発生件数）

SS3 交通事故リスク

（交通事故（人身）発生件数）

http://www.pref.kochi.jp/~shoubou/sonaetegood/save/ http://www.city.kariya.aichi.jp/hp/page000001200/hpg000001192.htm

http://www.city.tomakomai.hokkaido.jp/kotuanzen/index.htm

安心安全性（SS：Safety & Security）

名古屋大学 林良嗣

Trails.asanet.org/Pages/Resource.aspx?ResourceID=12505



災害安全性（SS）の分布

0 5 102.5 km

期待浸水深[m]

0.00

0.01×10-3 - 1.00×10-3

1.01×10-3 - 2.00×10-3

2.01×10-3 - 3.00×10-3

期待損失余命[年]

0.00 – 3.5×10-5

3.6×10-5 - 8.9×10-5

9.0×10-5 - 15.2×10-5

15.3×10-5 - 21.1×10-5

21.2×10-5 – 3.52×10-5

SS1 地震リスク

（地震による損失余命×発生確率）

SS2 洪水リスク

（洪水による浸水深×発生確率）

安
全

安
全

名古屋大学 林良嗣



QOLの分布（個人により異なる；ここでは全市民の平均を表示）

• 名古屋市内や周辺都市の中心部で高い
交通利便性が影響

• 都市圏西部で低く、東部で高い
地震・水害危険性が影響

[年/10年]

-0.040 - -0.008

-0.007 - 0.010

0.011 - 0.039

0.039 - 0.059

0.059 - 0.077

0.077 - 0.095

0.096 - 0.139

２０５０年

0 5 102.5 km

SS

LE

OP

wSS

wLE

wOP

名古屋大学 林良嗣



重みの世代間比較

• 若年層は広い床面積を確保できる居住地を志向する傾向
• 買い物・サービスに対するアクセス性は、20代40代では女性
の方が高く，60代では男性の方が高い

世代構成の変化を考慮した居住地の形成が重要

LE1居住空間質
（1人当たり延床面積）

OP4買い物・サービス機会

（大型小売店舗へのアクセシビリティ）

0

0.001

0.002

0.003

0.004

0.005

0.006

0.007

0.008

0.009

20代 30代 40代 50代 60代 70代
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女性

0
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0.7

0.8

0.9
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名古屋大学 林良嗣



将来世代１人あたりの市街地維持費用

[円/人/年]

0.000 - 7630

7640 - 10100

10200 - 12400

12500 - 15200

15300 - 20100

20200 - 32400

32500 - 908000

費用原単位

将来市街地維持費用

インフラ年齢別
存在量

推計対象：
市町村道、上水道、下水
道、農業集落排水、合併
処理浄化槽

•名古屋市内や周辺都市の中心部など人口稠密部で低い
• 2050年には、人口減少の著しい西部で特に費用上昇

土地利用データ財政統計資料 ２０５０年（単年度）

0 5 102.5 km

名古屋大学 林良嗣



投資適地
限界線

QOL/社会的費用

市街地維持限界線

（財政制約）

ｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ税制に

よる集住地区への
回帰誘導

公費を投入しても

移転した方が、維持
費よりも安いエリア

街区（建物群）の

クオリティ・ ストック化
推進

集住地区
（集落ストック化）

近郊緑地増進地区
（人口漸次撤退）

自然保全地区
（人口即時撤退）

名古屋大学 林良嗣

スマートシュリンク（撤退＋再集結）の基準設定
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13％改善

※現況を100%とした場合の改善率で表示

• 維持コスト削減目標を達成するために必要な撤退地区の選定

• 費用効率（QOL/ COST）の低い地区から撤退

0 5 10 15 202.5
km

QOLへの影響

現況 40％削減
平均：69[人/ha] 平均：115[人/ha]

凡例

30%

40%

20%

10%

非撤退地区

人口分布の変化

スマートシュリンク：撤退→集結地区の選定①

名古屋大学 林良嗣
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9％改善

0 5 10 15 202.5
km

※現況を100%とした場合の改善率で表示

• 維持コスト削減目標を達成するために必要な撤退地区の選定

• 費用効率（QOL/ COST）の低い地区から撤退

• ＜追加条件：市区町村内のみで人口を集約させる場合＞

QOLへの影響

人口分布の変化

凡例

30%

40%

20%

10%

非撤退地区

現況 40％削減
平均：69[人/ha] 平均：114[人/ha]

スマートシュリンク：撤退→集結地区の選定②

名古屋大学 林良嗣



00

将来世代１人あたりCO2排出量

0 5 102.5 km

[kg-CO2/人/年]

672 - 2430

2440 - 2590

2600 - 2710

2720 - 2820

2830 - 2930

2940 - 3110

3120 - 4870

交通起源CO2
•発生地ベース

住宅起源CO2
•戸建or集合の区別
•ライフサイクルを考慮

• 名古屋市内では低く、郊外では高い
• 郊外の、特に鉄道非沿線地区では顕著に高い
• 郊外では、名古屋市内の約1.5倍のCO2を排出

将来CO2排出量

交通発生量

人口コーホートによる人口予測
（500mメッシュ）

住宅ストック

2050年（単年度）

名古屋大学 林良嗣



撤退凝集地区の選定（QOL/CO2）
• CO2削減目標を達成するために必要な撤退地区の選定

• 環境効率（QOL/ CO2 ）の低い地区から撤退

CO2削減目標 撤退地区

5％削減

10％削減

15％削減

20％削減

ＱＯＬが低く、CO２排出／人が高い西部から撤退地区に指定

0 5 102.5 km

QOLへの影響

※現況を1とした場合の改善率で表示

0%

20%

40%
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80%

100%
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180%

AC AM SS QOL

10%削減

20%削減
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撤退凝集地区の選定（QOL/CO2）

• CO2削減目標を達成するために必要な撤退地区の選定

• 環境効率（QOL/ CO2 ）の低い地区から撤退

• 市区町村間の人口移転は起こらないとして計算

CO2削減目標 撤退地区

5％削減

10％削減

15％削減

20％削減

0 5 102.5 km

QOLへの影響

※現況を1とした場合の改善率で表示
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20%
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AC AM SS QOL

10%削減

20%削減
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獲得余命

［日／人］

名古屋大学 林良嗣

• 新潟県上越市

• 愛知県豊田市• 長野県飯田市
環境負荷
（千円/人/5年）

鈴木，林ほか：環境・経済・社会のトリプル・ボトムラインに基づく都市域の持続可能性評価システムの構築，
地球環境研究論文集，Vol.17，pp.93-102，2009.

加知，林ほか：余命指標を用いた生活環境質(QOL)評価と市街地拡大抑
制策検討への適用，土木学会論文集D，Vol.62 No.4，pp.558-573，2006.

SHIBAHARA, HAYASHI et al: A System for Estimating Life Cycle Environmental Load from Urban 
Areas Based on Using the Detailed Land Use Data - An Analysis of the Urban Shrinking Policy -, 
Proceedings of the 8th International Conference on EcoBalance, Tokyo, CD-ROM(04-04), 
pp.261-264, 2008.

その他の分析結果の例



8. 全国のQOL分析

名古屋大学 林良嗣



■現状のLPs（AC・AM・SS）算出結果

AC AM SS

交通利便性
[年/人]

0.00 - 0.01

0.01 - 0.02

0.02 - 0.03

0.03 - 0.04

0.04 - 0.05

0.05 - 0.06

0.06 - 0.07

0.07 - 0.08

0.08 - 0.09

0.09 - 0.10

0.10 -

安全安心性
[年/人]

- -0.150

-0.15 - -0.10

-0.10 - -0.09

-0.09 - -0.08

-0.08 - -0.07

-0.07 - -0.06

-0.06 - -0.05

-0.05 - -0.04

-0.04 - -0.03

-0.03 - -0.02

-0.02 - -0.01

-0.01 - 0.00

名古屋大学 林良嗣



■現状の算出結果（QOL値）
QOL値
[年/人]

- -0.10

-0.1 - -0.05

-0.05 - -0.04

-0.04 - -0.03

-0.03 - -0.02

-0.02 - -0.01

-0.01 - 0.00

0.00 - 0.01

0.01 - 0.02

0.02 - 0.03

0.03 - 0.04

0.04 - 0.05

0.05 - 0.06

0.06 - 0.07

0.07 - 0.08

0.08 - 0.09

0.09 - 0.10

0.10 -

✓三大都市圏と主要地方都市で
高い値
✓中山間地域でも比較的高い値

名古屋大学 林良嗣



■国道41号沿線（富山～名古屋）での空間的変化

高山

下呂

富山

愛知県庁

美濃加茂

至富山 至名古屋国道41号

富山 高山 下呂 美濃加茂 愛知
県庁

交通利便性 居住快適性
安全安心性

大都市圏と異なり、居
住快適性がQOL値に
大きく起因している

大都市圏では、交通
利便性が高いが安
全安心性が低い

名古屋大学 林良嗣



スマートシュリンクとは？
ー以下の要件を満たすための空間の「賢い畳み方」運動ー

• 人口減少社会の具備条件
持続的 (Sustainable)社会
1. 低市街地維持費
2. 低エネルギー・低炭素
3. 成熟社会（高所得経験者、高齢者）適合インフラ／空間

回復可能 (Resilient)社会
４． 自然災害低リスク
５． 絆と共助

• 都市・村の形と制度
 コンパクトシティ／コンパクトビレッジ
 クオリティストック形成
 TOD／スマートグリッド
 統合インフラ・空間事業評価方式
 流域圏単位の地域計画（運命共同体意識）
 リタイア人口の郷土帰還（「ようこそ先輩」として経験を子供へ）

 アジア諸国はもっと急速に人口減少
 大きなマーケット

名古屋大学 林良嗣



名古屋大学 林良嗣



名古屋大学 林良嗣

「賢く畳む」
スマートシュリンク運動を起こそう !!

手を打たなければ、惨めな衰退
(ミゼラブル・シュリンク)



(Hayashi)
名古屋大学 林良嗣

20世紀：Garden City of Tomorrow (Haward)から

21世紀：Smart Shrink (SMASH) for Tomorrowへ！


